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八街市制限付き一般競争入札実施要領

（趣旨）

第１条 この要領は、八街市が発注する建設工事、製造の請負、測量及び設計等の委託、物品の購入、

物品の借り入れ並びに役務の提供（以下「当該工事等」という。）の契約において実施するにあた

り、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項及び第１６７条の５の２

の規定により入札参加者に必要な資格を定めて行う入札（以下「制限付き一般競争入札」という。）

の実施に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条 この要領における用語の意義は、次の各号に定めるところによる。

（１） 事業担当課長 制限付き一般競争入札により契約相手方を決める当該工事等を所管

する課長をいう。

（２） 入札執行担当課長 総務部財政課長をいう。

（対象案件）

第３条 対象となる案件（以下「対象案件」という。）は次の各号とする。ただし、対象案件の性質、

目的その他特別の理由により一般競争入札に適さないと市長が認めたときは、この限りでない。

（１） 工事又は製造の請負のうち、設計金額（消費税及び地方消費税の相当額を含む。以下同じ。）

が１３０万円を超えるもの

（２） 財産の購入のうち、設計金額が８０万円を超えるもの

（３） 物件の借り入れのうち、設計金額が４０万円を超えるもの

（４） 測量及び設計等の委託又は役務の提供のうち、設計金額が５０万円を超えるもの

（入札参加者の資格要件）

第４条 入札参加者は、地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者のほか、入札書提出時

点において次の各号に該当する者は、入札に参加できないものとする。

（１） 八街市入札参加資格者名簿に登載されていない者

（２） 八街市建設工事請負業者指名停止措置要領に基づく指名停止措置を受けている者

（３） 八街市建設工事等暴力団対策措置要綱（平成１９年告示第１００号）に基づく指名除外の措

置を受けている者

（４） 八街市暴力団排除条例（平成２４年条例第１７号）に基づく暴力団員等又は暴力団若しくは

暴力団密接関係者と認められる者

（５） 対象工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連があ

る建設業者である者

（６） 建設業法（昭和２４年法律第１００号）の規定に基づく直接的かつ恒常的な雇用関係にある

監理技術者又は主任技術者（以下「技術者」という。）を専任で配置できない者。

（７） 監理技術者においては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有していない者

（８） 建設業法第２７条の２３第１項の規定による経営事項審査の審査基準日が１年７か月以上経

過している者

（９） 手形交換所による取引停止処分を受けてから２年を経過しない者又は対象案件の開札日前６

か月以内に手形、小切手を不渡りした者

（10） 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所か

らの更生手続開始決定がされていない者

（11） 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の適用を申請した者で、同法に基づく裁判所から

の再生手続開始決定がされていない者

２ 前項に規定するもののほか、対象案件の種類又は性質により、入札に参加する者の資格要件を定

めたときは、当該資格を有する者でなければならない。
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（資格要件の決定）

第５条 前条第２項の規定により定める資格要件は、事業担当課長が入札執行担当課長と協議のうえ、

入札参加資格要件等設定資料（別記様式第１号）を作成し、八街市建設工事等指名業者選定審査会

（以下「選定審査会」という。）において審議し、その答申を受けて市長が決定する。

（公告）

第６条 市長は、一般競争入札に付すときは、地方自治法施行令第１６７条の６及び八街市財務規則

（平成５年規則第１４号）第１２３条の規定により、八街市電子調達システムの入札情報サービス

への掲載等により公告を行うものとする。

（事前審査方式における入札参加資格の確認申請）

第７条 入札に参加を希望する者は、一般競争入札参加資格確認申請書（別記様式第２号）及び必要

な添付書類（以下「資格確認資料」という。）を、申請期限日までに八街市電子入札システムを利

用して提出しなければならない。ただし、事後審査方式の取り扱いは第１５条に定めるとおりとす

る。

２ 紙入札業者として参加する場合の取り扱いは、八街市電子調達システム運用基準３－７の規定に

よるものとする。

（設計図書等の配布及び閲覧）

第８条 契約書（案）、設計書、仕様書及び図面等（以下「設計図書等」という。）の配布及び閲覧は、

ちば電子調達システムで行うものとする。

（設計図書等に対する質疑）

第９条 設計図書等に対する質疑があるときは、公告に示す締切日時までに質問書（別記様式第３号）

によりＦＡＸで事業担当課長に申込むものとし、持参は受付けないものとする。

なお、質問用紙を提出した者は、必ず到着確認の電話をすること。

３ 入札執行担当課長は、事業担当課長が作成した質問に対する回答書（別記様式第４号）を八街市

電子調達システムの入札情報サービス等に掲載するものとする。

（事前審査方式における入札参加資格の確認）

第１０条 第５条の事前審査方式における入札参加申請に係る入札参加資格の有無の確認は、次のと

おりとする。

（１） 入札執行担当課長は、提出された資格確認資料に基づき、入札参加資格確認申請者一覧を作

成し、選定審査会に提出するものとする。

（２） 選定審査会は、前項の資格確認の結果を審議し、市長に答申するものとする。

（３） 市長は、選定審査会の意見を聞いて資格の有無を決定するものとする。

（４） 資格の有無の確認は、申請期限日をもって行うものとする。

２ 入札執行担当課長は、資格の確認結果を申請期限日から原則として１２日以内（閉庁日を除く。）

に八街市電子入札システムで行うものとする。

３ 資格がないと認められた者は、前項の通知の日から７日以内（閉庁日を除く。）に書面をもって

入札執行担当課長に説明を求めることができる。

４ 入札執行担当課長は、前項の説明を求められた日から３日以内（閉庁日を除く。）に書面をもっ

て回答するものとする。

（入札金額）

第１１条 落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に、消費税及び地方消費税相当額を加算

した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）を落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問

わず、見積った契約希望金額の消費税及び地方消費税を含まない金額（単価契約で当該金額に１円
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未満の端数があるときは、少数点以下第２位までとし第３位以降の端数金額を切り捨てた金額）を

電子入札システムに入力すること。

ただし、入札公告に特別の記載がある場合は、この限りではない。

（入札保証金等）

第１２条 入札保証金は原則免除とする。

（入札金額内訳書の提出）

第１３条 入札書に記載する金額は、入札金額内訳書記載の合計金額（消費税及び地方消費税を除い

た価格）と一致しなければならない。

２ 市長は、入札金額内訳書の提出の要否を定めた場合は、公告するものとする。

３ 工事費内訳書の提出は、八街市電子調達システムを利用して提出しなければならない。

（入札の執行）

第１４条 入札参加者は、開札の執行にあたり立ち会うことができる。

（事後審査方式における入札参加資格の事後確認）

第１５条 事後審査方式における落札候補者に対する入札参加資格の確認については、次のとおり実

施するものとする。

（１） 入札執行担当課長は、開札後、落札候補者に対し速やかに連絡し、一般競争入札参加資格確

認申請書（別記様式第２号）とともに、公告で求められた書類（以下「資格確認書類」という。）

の提出を求めるものとする。

（２） 落札候補者は、入札執行担当課長から資格確認書類の提出を求められた日を含め２日以内

（閉庁日を除く。）に資格確認書類を提出しなければならない。ただし、入札執行担当課長が

特別な事情があると認めた場合は、この限りでない。

（３） 市長は、資格確認書類に基づき審査し、落札候補者が入札参加資格を満たしていると判断し

た場合は、当該落札候補者を落札者として決定し、一般競争入札参加資格確認結果通知書（別

記様式第５号）により落札者へ通知する。

（４） 入札執行担当課長は、前号に基づき落札者を決定した場合は、入札参加者全員に連絡するも

のとする。

２ 落札候補者が、提出期限までに資格確認申請書を提出しないとき又は入札参加資格を有しない者

であることを確認したときは、当該落札候補者の入札価格の次に低い価格をもって入札した者(以

下「次順位候補者」という。)を落札候補者とみなして、資格確認書類を確認するものとする。

３ 前項において、次順位候補者に入札参加資格があると認めたときは、当該次順位候補者を落札者

とし、次順位候補者に入札参加資格がないと認めたときは、前項の規定による方法を落札者が決定

するまで繰り返すものとする。

４ 落札候補者となった者は、特別な理由がない限り、自ら辞退することはできない。また、落札候

補者となったにも係らず落札候補者が辞退した場合は、当該案件と同日に落札候補者となった案件

における落札候補者の資格も失うものとする。

（特例措置）

第１６条 入札参加資格の確認において、建設業者に係る事業協同組合等のうち、官公需適格組合の

経営事項審査の総合評定値通知書の総合評定値は、算出方法の特例により、客観点数に各々割り増

しを行って算出した総合評定値とする。なお、算出方法は、入札参加者の資格等についての公告に

基づくものとする。

（入札参加資格がないと認めた者に対する理由の説明）

第１７条 入札執行担当課長は、事後審査方式において、落札候補者が入札参加資格を有しないとさ

れた場合は、その旨を事後審査型制限付き一般競争入札参加資格不適格通知書（別記様式第６号）
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により通知する。

２ 前項の規定により、通知を受けた落札候補者は当該通知を受けた日を含め３日以内（閉庁日を除

く。）に、財政課に書面を持参し、その理由について説明を求めることができる。

３ 入札執行担当課長は、前項の規定による書面の提出を受けた場合は、当該書面による説明を求め

られた日を含め、３日以内（閉庁日を除く。）に書面で回答を行わなければならない。

（秘密の保持）

第１８条 申請者から提出された資格確認資料は、申請者には返還せず、また公表しないものとする。

（入札結果の公表）

第１９条 落札者の決定後、八街市電子調達システムの入札情報サービスにおいて、速やかに公表す

るものとする。

（その他事項）

第２０条 その他の事項については、次の各号のとおりとする。

（１） 原則、資格確認資料作成説明会及び現場説明会は実施しない。 ただし、市長が必要と認め

るときは、対象案件の内容等に関する説明会を開催するものとする。

（２） 落札者の決定後、対象案件の契約締結までの間において、当該落札者が公告に掲げるいずれ

かの要件を満たさなくなった場合には、当該契約を締結しない。

２ この要領に定めるもののほか、次の各号のいずれかに定めるところによるものとし、この要領及

び次の各号のいずれかの規定に定めのない事項については、必要に応じて選定審査会の意見を聴い

て、市長が決定するものとする。

（１） 八街市財務規則（平成５年規則第１４号）

（２） 八街市電子調達システム運用基準

（３） 八街市電子入札約款

（４） 入札結果等の公表に関する事務取扱要領

附 則

（施行日）

１ この要領は、平成２６年２月１７日から施行する。

（経過措置）

２ この要領の施行前に、制限付き一般競争入札（事後審査型）実施要領により公告され、入札執行

されている案件については、当該要領の定めるところによる。

附 則

（施行日）

１ この要領は、令和元年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この要領の施行前に、制限付き一般競争入札（事後審査型）実施要領により公告され、入札執行

されている案件については、当該要領の定めるところによる。


